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新しい介護予防・日常生活
支援総合事業への移行

広島県府中市健康福祉部長寿支援課

～平成２７年度に移行して～
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資料：広島県地域包括ケア資源調査報告書（平成26年2月）

高齢者１万人当たり 通所介護の定員 （単位:人）高齢者１万人当たりの通所介護の定員(単位:人)



給付額の比較（府中市・広島県・全国）
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種類 予防給付 介護給付 合 計

給付額※ 割合 給付額 割合 給付額

居宅(介護予
防)サービス

府中市 340 － 1,942 － 2,282

広島県 1,290 － 7,617 － 8,907

全 国 39,812 － 323,149 － 362,961

訪問介護

府中市 37 0.86 176 4.03 213

広島県 261 1.43 1,215 6.65 1,476

全 国 9,271 1.27 62,750 8.58 72,021

通所介護

府中市 174 3.98 683 15.66 856

広島県 559 3.06 2,390 13.08 2,949

全 国 17,852 2.44 111,152 15.19 129,004

総 計

府中市 351 － 4,011 － 4,362

広島県 1,474 － 16,797 － 18,271

全 国 45,308 － 686,351 － 731,659

※給付額は、府中市は給付費、広島県・全国は費用額。ともに平成26年度データを使用。
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府中市は、平成28年1月に移行しました。

相当サービスのみで
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相当サービスのみで

府中市は、平成28年1月に移行しました。



高齢者数の増加、生産年齢人口の減少

6資料：日本の地域別将来推計人口 平成25(2013)年3月 国立社会保障・人口問題研究所
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これが府中市の将来の姿です！



後期高齢者数の増加

7資料：日本の地域別将来推計人口 平成25(2013)年3月 国立社会保障・人口問題研究所
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前期高齢者を担い手に含めても、2025年は騎馬戦型
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75歳以上1人に
対して15～74歳は 4.3人

2010年

75歳以上1人に
対して15～74歳は 2.6人

2025年

認定者の
状況は？

担い手の
状況は？

うち 0.9 人は前期高齢者 うち 0.6 人は前期高齢者
資料：日本の地域別将来推計人口 平成25(2013)年3月 国立社会保障・人口問題研究所
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担い手の状況－介護職員の“確保比率の向上”が必要

2014年 3,061人 1,207人
（実績）

2025年 3,359人 1,325人
（推計）

認定者数 介護事業所
職員数

5.2％

7.5％

＝

＝

2.3ポイント
も上昇が必要

生産年齢人口 23,426人

生産年齢人口 17,681人
資料：平成27年10月 広島県介護人材調査
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例えば、訪問介護員の場合①
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現在の訪問介護員の年齢構成

訪問介護員の約４割は60歳以上、70歳以上も約5%

30歳未満は
０人

230人中 97人は
60歳以上

資料：平成27年10月 広島県介護人材調査

4人に 3人は
50歳以上





介護保険法の本質理解（一部条文抜粋）

第一条（目的）
加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、
(中略)これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう、(中略)国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制
度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保
健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。

第二条 第二項
（保険給付）

保険給付は、要介護状態の軽減又は悪化防止、医療との連携に十分配慮
して行わなければならない。

第二条 第三項
保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、
被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、
多様な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して
行われなければならない。

第二条 第四項
保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合におい
ても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生
活を営むことができるように配慮して…

第四条
（国民の努力義務）

加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保
持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合におい
ても、進んでリハビリ・福祉サービスを利用し、その有する
能力の維持向上に努める。





資料：東京大学 高齢社会総合研究機構（ジェロントロジー：老年学） 飯島勝矢教授



資料：東京大学 高齢社会総合研究機構（ジェロントロジー：老年学） 飯島勝矢教授
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“ケアバランス指標”とは？
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施設・居住系サービス

ショートステイ15日以上

入 院

在宅サービス
(ショート15日以上除く)

その他

資料：平成26年2月 広島県地域包括ケア資源調査報告書
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“ケアバランス指標”から見た認定者の状況

21

要介護３以上の約４割は、
「在宅で生活できない」人

資料：平成26年2月 広島県地域包括ケア資源調査報告書



認定者の状況－“行き場のない人”の出現
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2025年の
認定者数

うち,施設・居住系サービス利用
「在宅で生活できない人」

要介護１・２ １，０６２ 人 １３０ 人

要介護３以上 １，１２８ 人 ４６７ 人

597人2025年の「在宅で生活できない人」合計

640人施設・居住系
サービス定員数計

-43人
施設・居住系が増えなければ・・

“行き場のない人”

資料：府中市第6期高齢者保健福祉総合計画・介護保険事業計画
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“行き場のない人”は、本当に-43人？①

23

ショートステイを15日以上利用している人は、
在宅生活を維持できていると言えるか？

84人2025年「ショートステイ15日以上利用」合計
資料：平成26年2月 広島県地域包括ケア資源調査報告書
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“行き場のない人”は、本当に-43人？②
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85歳以上の単身世帯数の増加により、
「在宅で生活できない人」の割合が高まる可能性も。

２割増

資料：総務省統計局:国勢調査、4-5頁の推計人口を用いてMURC推計
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1.在宅限界点の向上－在宅を諦める要因①

排泄の介護・認知症対応の介護負担
将来的に不安のある介護と施設等検討状況（介３以上）

24.3%
28.1%

22.2%

30.9%
35.7%

17.0%
14.4%

11.1%

35.9%

12.8%
9.6%

11.6%

7.6%

26.3%

36.0%

23.4%

44.6%

50.3%

14.9%
14.9%

11.4%

46.9%

10.9%

1.1%

9.7% 8.0%

27.0%

28.9%
26.5%

35.8%

46.1%

18.6%
22.1%

15.7%

55.9%

15.7%

2.0%

12.3%
8.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

検討なし 検討あり 申請済み

資料：広島県；地域包括ケアロードマップ策定事業報告書（H26.3）
注：夫婦のみ世帯＋その他世帯、かつ要介護３以上を対象とした集計
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栄養管理、口腔ケア、服薬管理
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ほぼ毎日食べている食品の品目
数が３品以下

歯磨き・入れ歯の手入れ等の
頻度が3日に1回未満

薬の飲み忘れが頻繁

日常生活の状況と施設等検討状況
栄養管理に問題あり 口腔ケアに問題あり 服薬管理に問題あり

1.在宅限界点の向上－在宅を諦める要因②

資料：広島県；地域包括ケアロードマップ策定事業報告書（H26.3）
注：施設等の「検討あり」には、申請済みを含む。
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多様なサービスは、平成29年度までに創設。

段階的に
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協議体で生活支援の議論開始 第2層協議体から設置



「５つのこと」と「ちょこっとしたこと」



千葉県松戸市では…

31

国の類型 緩和A 住民主体B 短期集中C 移動支援D

市の区分 生活支援コース 困りごとコース

提供者 就労型 ボランティア型

実施方式 指定 補助

その他 移動支援を含む 今年度、直営で実施を検討中 単独では実施しない

二次予防事業者からの転用
事業所
※指定

地域包括支援センター・
ケアマネジャー

市
※事業費の支払は国保連経由

繰り返しの排除
利用者

基本報酬分 改善加算 送迎加算
(3,150円) (350円※1) (100円※2)

ケアマネ 卒業後のサービス・
ジメント 活動へのつなぎ
AorB

※改善割合が ※送迎を実施
50％以上の する場合
場合

サービス提供、セルフケアに向けた支援
(保健・医療の専門職)

利用者負担(350円※1・2)

卒業後のサービス・活動(できる限り)

※1:一定以上所得者の場合は2割負担となり、利用者負担
700円、基本報酬分2,800円。

※2:改善加算・送迎加算の算定を受けても、利用者負担
は増大しない。

【訪問型サービス】

【通所型サービス】

注:金額は１回当たりの金額。
《限度》回数は10回／月、限度額は原則要支援１相当。



【まとめにかえて】

○ 現行相当サービスでの移行

○ 規範的統合の推進

○ 多様なサービスのため協議体を設置

○ 住民の自主的な介護予防を推進

○ 自立支援の介護予防ケアマネジメント
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「新しい総合事業」の中心的なテーマは、

「サービスづくり」でも、「制度づくり」でもなく、

「地域づくり」だと言われています。

そのため、やはり早く移行した方が得策です！


